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新年度予算における基本的な方針 

少子高齢化の進展による人口構造の変化や非正規労働者の増大など雇用基盤

の変化、家族形態や地域基盤の大きな変化を背景に、国においては「社会保障

と税の一体改革」による様々な制度変更が進められている。 

こうした中、本市にあっては、市民が安心して暮らすことのできる社会環境

を維持・充実するため、保健・福祉・医療にかかる施策を一体的に展開する。

特に、様々な分野が一体となって支え合うしくみ「地域包括ケアシステム」の

構築が急務となっており、医療と介護、福祉の連携強化による在宅医療の体制

の充実を図るとともに、在宅・施設サービスの整備並びに認知症高齢者の支援

体制の充実や介護予防事業、生活支援サービスの推進により、地域での高齢者

の包括的な支援を行う。障害者福祉においては、障害のある人が、住み慣れた

地域で生活するための環境づくりや支援体制の強化に取り組む。また、四日市

市失語症会話パートナー派遣事業では、会話パートナーのさらなる育成、スキ

ルアップを行う。 

生活保護受給者や生活困窮者に対しては、ハローワークと連携しての就労支

援など、自立に向けての支援を行う。 

一方、健康づくりにおいては、がん検診受診率向上に向けて、胃がん検診・

大腸がん検診・肺がん検診・乳がん検診・子宮頸がん検診を実施するとともに、

ヒトパピローマウイルス検査（ＨＰＶ検査）を子宮頸がん検診と同時に実施す

るなど、検診の充実を図る。 

さらに、保健所においては、総合的な保健衛生行政を効果的に推進し、市民

へのきめ細かなサービスの提供に努める。 

 

 

１．地域福祉について 

高齢者、障害者、児童等の各分野における施策を推進していく上での共通

する考え方や基本的な方向を定めた「第３次四日市市地域福祉計画（平成26

年度～30年度）」に基づき、相談体制の充実や福祉人材の育成に努め、地域

福祉の推進を図っていく。また、第４次四日市市地域福祉計画策定に向け、

課題の把握を行う。 

認知症、知的障害、精神障害等の理由で判断能力が不十分な人たちが、自

己財産の管理や通常の日常生活を送るうえでの契約等を支援するため、（仮

称）成年後見サポートセンターを開設する。 

  また、福祉・介護現場等に働く介護職・看護職へのスキルアップ研修を実

施し、就業への意欲を高めることで人材定着・確保を図る。 



 

 

  【主な事業】地域福祉計画推進事業               ４２２千円 

        成年後見サポート事業            １２，３８７千円 

        介護・看護人材育成事業            １，５００千円 

 

 

２．高齢者福祉について 

本市の65歳以上人口は、平成27年10月１日現在、76,520人で、高齢化率は

24.48％に達するなど、年々高齢化が進行している。これに伴い、一人暮ら

し高齢者や認知症高齢者も増加し続けており、地域の高齢者を巡る環境はま

すます厳しくなりつつある。 

こうした中にあって、高齢者を持続的に支えるための「地域包括ケアシス

テム」構築をめざして、「第６次介護保険事業計画・第７次高齢者福祉計

画」に基づいた高齢者施策を推進する。 

在宅介護支援センター、地域包括支援センター、市による「三層構造」の

機能強化による地域包括ケア推進体制の確立、在宅・施設サービスの充実、

介護予防・生活支援サービスの育成・支援、在宅医療・介護連携の推進、認

知症施策の推進などに取り組むことにより、医療・介護・予防・生活支援な

どのサービスが切れ目なく一体的に提供され、高齢者が住みなれた地域で暮

らし続けられるような「地域包括ケアシステム」の構築を進める。 

また、平成29年度から、要支援者に対する予防給付に代わる「介護予防・

日常生活支援総合事業」を実施するため、その基準づくりや担い手となる活

動の立ち上げ支援、ふれあいいきいきサロンなどの既存事業に対する支援の

充実を図り体制整備に取り組む。 

 

  【主な事業】小規模多機能型サービス事業所建設費補助金  ３２，０００千円 

        認知症高齢者グループホーム建設費補助金  １６０，０００千円 

        定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所建設費等補助金 

                               ５，６７０千円 

        看護小規模多機能型居宅介護事業所建設費補助金 

６４，０００千円 

        消防設備整備費補助金             ３，９５９千円 

        在宅介護支援センター事業         ２０９，８９９千円 

介護予防・生活支援体制づくり事業       ６，０００千円 

保険給付費（介護保険サービス）   ２０，４０５，６４０千円 

地域リハビリテーション活動支援事業      １，４４０千円 

ふれあいいきいきサロン推進事業費      １１，６００千円 

        生活支援コーディネーター事業        ２１，２１６千円 

 

 



 

 

３．障害者福祉について 

「第３次障害者計画」「第４期障害福祉計画」に基づき、障害のある人が

地域で安心して自立生活・社会生活を営めるよう、必要な障害福祉サービス

の利用に向けた計画相談支援の充実を図り、居宅介護事業、生活介護事業、

就労継続支援事業などの障害者施策を推進する。また介護者亡き後も、安心

して生活する場としてのグループホームの整備に対し補助を行う。 

障害者就労支援事業では、障害のある人に対して就労に向けた訓練を行う

ことで、就労意識の醸成と職業能力の開発を図っており、今後は、実習等職

場での訓練体制をさらに強化し、就労支援を促進する。 

平成28年４月から障害者差別解消法が施行されることに伴い、意思疎通支

援の充実のため、手話通訳者の処遇改善を行う。 

 

  【主な事業】障害者医療費助成事業           ７８６，２８０千円 

        居宅介護等事業              ３０４，６００千円 

        生活介護事業             １，７３２，０００千円 

        就労継続支援事業             ８９５，０００千円 

        共同生活援助事業             ３５１，７００千円 

        相談支援事業                ４８，７３２千円 

        障害者グループホーム施設整備事業      １５，０００千円 

        手話通訳者派遣事業              ７，２９７千円 

        医療的ケア推進事業              ２，６４０千円 

        障害者就労支援事業             １０，５５９千円 

 

 

４．生活保護、生活困窮者自立支援について 

保護の状況は、平成７年（保護率 4.6‰、受給世帯 940 世帯）から毎年増

加傾向にあり、平成 20 年のリーマンショック後急激に増加し、平成 26 年度

は保護率 12.7～12.8‰で推移していたが、経済状況の緩やかな回復に伴い、

平成 27 年 12 月末現在では保護率 12.5‰、受給世帯は 2,875 世帯となってい

る。引き続き、きめ細かい相談と保護の適正実施を行うとともに、就労支援

等による自立を図っていく。 

 生活保護に至る前の段階にある生活困窮者に対しては、自立に向けたプラ

ン作成や就労等の支援を行う自立相談支援事業、離職により住居を失った者

を支援する住居確保給付金事業を実施する。また、貧困の連鎖を断つため、

生活保護世帯の中学生を対象とした子ども学習支援事業を実施する。 

 

【主な事業】 

自立相談支援事業（嘱託職給含む）            ７，６９４千円 

住居確保給付金事業                   １，４６０千円 



 

 

子ども学習支援事業                   １，８９０千円 

生活保護適正化等事業                  ７，７１９千円 

扶助費                     ６，１３６，０００千円 

 

 

５．国民健康保険について 

国民健康保険事業については、被保険者が必要なときに必要な医療を安心

して受け、健やかに暮らせる環境を維持していくため、安定的に収入を確保

する財政基盤の確立を目指すとともに、医療費の適正化を図ることにより、

国保財政の健全化を推進する。 

平成28年度においては、特定健康診査・特定保健指導の実施に加え、引き

続きジェネリック医薬品利用促進通知や糖尿病性腎症重症化予防事業をはじ

めとする保健事業に取り組み、医療費の適正化を一層進める。 

収納対策については、引き続き、きめ細やかで丁寧な納付相談を粘り強く

行う一方、支払い能力がありながら納付しない滞納世帯に対しては、財産調

査を徹底し滞納処分を行う。また、口座振替の勧奨、保険料共同収納コール

センターによる電話催告など、初期未納対策に取り組む。 

 

  【主な事業】保険給付費             ２１，０１６，９８７千円 

 

 

６．地域医療推進事業について 

市民が安心して療養生活を送ることができるよう、必要な時は病院での入

院治療が受けられ、またスムーズに在宅に戻ることができる環境整備を行っ

ている。 

今後も、地域の医療、福祉、介護関係者により在宅患者を支えるため、Ｉ

ＣＴ（情報通信技術）を活用した情報共有システム「ＩＤ－Ｌｉｎｋ」の利

用を促進するとともに、より効率的な利用方法の検討を行っていく。 

また、住民組織が主体となる在宅医療の講演会等への補助を行う啓発事業

や四日市看護医療大学の協力のもと、地域の訪問看護力アップに向けた取り

組みを引き続き進めていく。 

さらに、在宅での療養生活で利用できる医療、福祉、介護サービスを掲載

した冊子を新たに作成するほか、本市の在宅医療の現状について講演会等を

実施することにより、在宅での療養が必要となった場合に適切にサービスが

選択できるよう在宅医療への理解を深めてもらうなど、市民が希望する場所

での療養や看取りが選択できるよう、在宅医療の体制の充実に努める。 

 

  【主な事業】在宅医療・介護連携事業         /  ９，５２７千円 

       /地域医療推進事業               ５，６００千円 



 

 

         

７．成人保健事業について 

本市における死亡原因の第１位は悪性新生物(がん)であり、がんを早期発

見し治療につなげるため、胃がん検診・大腸がん検診・肺がん検診・乳がん

検診・子宮頸がん検診を実施する。 

また、子宮頸がんの前がん病変を発見し、検診の精度を高める「ヒトパピ

ローマウイルス検査（ＨＰＶ検査）」を子宮頸がん検診と同時に実施するな

ど、検診の充実を図る。 

インフルエンザや高齢者肺炎球菌の予防接種を実施し、病気の発症予防や

重症化予防に努める。 

健康づくり事業については、各種教室の開催とともに、健康ボランティア

や地域の団体等と協働で、自主的な健康づくり活動の取り組みを進める。 

 

  【主な事業】健康づくり市民協働事業費           ６，９５１千円 

        検診事業                 ５１５，９９９千円 

        予防接種事業(インフルエンザ・高齢者肺炎球菌) 

                             ２３８，３５４千円 

 

 

８．保健予防事業について 

医務については、全ての医療機関に対し、計画的に立入検査等を実施し、

適正な医療提供体制の維持に努めるとともに、医療機関の自律的な取り組み

を支援する。また、四日市地域（三重郡を含む）における救急や災害時の医

療体制の構築に向け、関係機関や三重県、三重郡三町と連携を強化する。 

感染症対策については、インフルエンザや腸管出血性大腸菌感染症(Ｏ157

等)をはじめとする感染症の予防に関し、特に集団感染リスクの高い福祉施

設等に対して衛生教育を実施するとともに、結核など感染症患者の療養を支

援し、そのまん延防止に努める。 

精神保健については、こころの病気や精神障害のある要支援者に対し、精

神科医師や保健師、精神保健福祉士等によるこころの相談を実施するととも

に、自傷他害のおそれがある精神障害者に対し、必要な医療受診を措置する。

また、統合失調症やアルコール依存症等精神障害に関する正しい知識やここ

ろの健康づくりの普及啓発などに取り組む。 

 

 

  【主な事業】感染症対策事業(防疫対策等)            ９６２千円 

        こころの健康づくり支援事業          ３，１９４千円 

 

 



 

 

９．衛生指導事業について 

食の安全安心に関する事業については、関係法令に基づき、計画的かつ効

果的な食品関連施設等に対する監視指導及び市内で製造、販売等される食品

の検査などを実施するとともに、食品事業者による自主衛生管理を促進し、

市民の食の安全を確保する。 

薬事関係については、関係法令に基づく、医薬品・医薬部外品の有効性・

安全性の確保と毒物劇物による事故等の防止のため薬局・医薬品販売業及び

毒物劇物取扱業者への監視指導を行う。また、薬物乱用防止対策については、

薬物乱用防止対策協議会や地域の自治会等と協働でキャンペーンを実施し、

危険ドラッグなどの薬物乱用を許さないまちづくりを推進する。 

動物愛護管理関係事業については、関係法令に基づき、係留されていない

犬の捕獲・抑留、負傷犬猫の保護・治療、県や動物愛護団体との共同による

犬・猫の譲渡事業等を実施するほか、飼い主に対して「適正飼養」や最期ま

で飼う「終生飼養」についての助言・指導を行うとともに、平成２８年度か

ら新たに野良猫対策として避妊等手術費補助を実施するなど、人と動物との

共生について啓発を進める。また、動物販売業などの動物取扱業者に対して、

施設の監視指導を行う。 

生活衛生関係については、理容所、美容所、公衆浴場、旅館等の施設につ

いて、関係法令に基づき監視指導を行い、生活衛生の安全を確保する。 

 

  【主な事業】食の安全安心対策事業（監視部門）       ９，８０９千円 

        薬事関係対策事業               ２，２７７千円 

        動物愛護関係事業              ３７，８２７千円 

        環境衛生対策事業                 １９７千円 

 

 

１０．食品衛生検査事業について 

感染症対策については、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に

関する法律」により規定されている感染症に対し、感染の疑いがある人の微

生物検査や感染者の家族・接触者等の微生物検査を実施し、感染症発生の予

防及びまん延防止に努める。また、ＨＩＶや肝炎などの検査を実施し、感染

の早期発見に努める。 

食の安全安心対策については、安全な食肉・食品を提供するため、「と畜

場法」や「食品衛生法」に基づき、四日市市食肉センターに搬入された獣畜

全頭に対し適切なと畜検査を行う。また、流通している食品の収去検査を行

うとともに、食中毒発生時には正確で迅速な検査を実施し被害の拡大を防止

する。 

  【主な事業】感染症対策事業（検査部門）          ３，９７８千円 

        食の安全安心対策事業（検査部門）      ２１，１２９千円 



 

 

（決算議会等の指摘に対する主な見直し事業） 

 

・生活保護適正化等事業 

   医療扶助の適正化に向けて、専門業者への委託によるレセプト点検業務

において、新たに向精神薬重複処方者分析業務を追加し、不適切な処方に

対し指導を行う。 

 

・ふれあいいきいきサロン推進事業費 

ふれあいいきいきサロンは、今後、「地域包括ケアシステム」を構築

し、高齢者の介護予防を進めていくうえで重要な役割を果たすことから、

より充実した活動ができるよう、一部のサロンを介護保険特別会計にお

ける地域支援事業として位置づける。 

 

・四日市市失語症会話パートナー派遣事業 

  会話パートナー育成事業、スキルアップ事業、失語症啓発事業等により、

意思疎通にかかる人材の確保、育成とともに、支援技術の向上を行う。 

 

・地域医療推進事業 

在宅医療をより推進していくため、在宅医の指示により医療処置や看

護を提供する訪問看護の量的、質的な充実を図るとともに、在宅医療の

後方支援のための病床確保等、体制整備を図ることにより、市内のどの

地区に住んでいても安心して医療を受けることができるよう努める。 

また、在宅医が訪問看護師や福祉関係者との連携を強化するため、Ｉ

ＣＴを活用した情報共有システムの構築を行う。 

 



（新）成年後見サポート事業 

 

                               

    

 

１．目的 

成年後見制度を通して、認知症、知的障害、精神障害等の理由で判断能力が不

十分な人たちが、預貯金などの自己財産の管理、通常の日常生活を送る上での契

約等ができるよう、後見人等を選定し、対象者を保護及び支援していく。 

 

２．内容 

本事業は、一人暮らし高齢者の増加等により、相談件数、受任件数とも年々増

加しており、相談内容も複雑、多様化傾向にあり、緊急性が高い困難なケースが

増加している。 

そのため、十分な経験、技能を備え、その知識や経験を確実に蓄積していける

専門職を配置する必要があることから、四日市市社会福祉協議会に平成 28 年度か

ら専任の専門員（正規職員）１名を増員の上、（仮称）成年後見サポートセンタ

ーを開設する。 

本事業は、極めて公共性が高く、後見人等の選任の申し立てについては、必要

な場合には、老人福祉法等による市長申し立てが可能とされている。この他、地

域後見サポート事業運営協議会に引き続き市職員が参加することで、関係者との

連携強化に努め、市を中心とした支援体制を構築していく。 

 

（職員体制と役割） 

①正規職員１名：事業全体の把握、困難ケース対応時のスーパーバイズ、司法・

医療・金融・葬祭など多職種との連携・調整、専門員や後見支

援員の指導等の統括的役割 

②嘱託職員１名：初期相談、制度説明、支援計画（身上監護、財産管理等）の

作成など 

③臨時職員２名：専門員が作成した支援計画に基づいた日々の支援（身上監護、

財産管理等） 

 

 

３．予算額 １２，３８７千円   （財源内訳）一般財源 １２，３８７千円 

   

担当 健康福祉部 健康福祉課 

   加藤 

   ℡ ３５４－８１０９ 



 

 

 

 

１．目的 

「団塊の世代」が７５歳以上の後期高齢者となる２０２５年（平成３７年）には、

医療・介護を必要とする高齢者が大幅に増加することが見込まれている。 

また、医療依存度の高い障害児・者の地域移行も進んでいることから、介護現場

においても医療依存度の高い利用者が増加しており、介護職・看護職等の不足が懸

念されている。 

そのため、これらの人材が定着できるよう介護職・看護職に対しスキルアップ等

の研修事業を実施し、就業への意欲を高められるような支援を行い介護・看護人材

の確保を図る。 

 

２．内容 

介護・看護分野の人材定着・確保を促進するため、福祉・介護現場等で働く介護・

看護職員のスキルアップやモチベーション向上等のための研修を実施する。 

 

１）介護職等への研修 

福祉・介護現場で働く介護職等は勤続年数３年未満の離職率が高いことから、

主にこの層を対象にスキルアップのための研修会を実施し、専門性を高めると

ともに定着率アップを図る。 

 

２）看護職等への研修会 

介護現場で働く看護職にとって必要とされている看護の知識、スキルを身近

な場所で継続的に習得できる体制づくりを行う。さらに、研修を通して、受講

生同士の顔の見える関係づくりやモチベーションアップにも努め、福祉・介護

現場における看護職の質的・量的な充実を図る。 

 

 

３．予算額  １，５００千円   （財源内訳） 一般財源 １，５００千円 

 

（新）介護・看護人材育成事業【地方創生】 

  

  

担当 健康福祉部 健康福祉課 

   岡本 

   ℡ ３５４－８２８１ 



 

 

 

 

 

 

１．目的 

地域に身近な相談窓口として設置された在宅介護支援センターが、介護・福祉・

医療等に関する総合支援を行うことで、高齢者等が住み慣れた地域で安心して暮ら

せる環境をつくる。 

 

 

２．内容 

  市内２６カ所に設置した在宅介護支援センターが、３６５日２４時間体制で高齢

者の介護・福祉・医療等に関する相談に応じるとともに、見守りや各種サービスの

調整・利用支援を行い、地域における高齢者の生活を支える。 

  高齢化の進行により、医療的支援を必要とする高齢者が増加する見込みであるこ

とから、医療に関する相談機能を高めるとともに、医療・介護の連携強化を図るた

め、在宅介護支援センターに医療職（保健師または看護師）の配置を推進し、平成

２８年度は、新たに４カ所について配置を行う。 

  

 医療職配置済 １３カ所（富田、四郷、三重、常磐、共同・浜田、下野、桜、日永、 

内部、中央・同和・港、羽津、県、楠） 

 新規配置予定  ４カ所（大矢知、海蔵、塩浜、河原田） 

 

  

３．予算額  ２０９，８９９千円  （財源内訳）一般財源 ２０９，８９９千円 

（前年度 １９０，３５９千円） 

 

在宅介護支援センター事業 

  

  

担当 健康福祉部 介護・高齢福祉課 

   小西 

   ℡ ３５４－８１７０ 



介護保険特別会計 

 

(単位：千円)

平成28年度 平成27年度 比　　較

予 算（Ａ） 予 算（Ｂ） （Ａ－Ｂ）

１．保　険　料 4,886,653 4,725,421 161,232

特徴保険料 4,507,616 4,314,180 193,436

普徴保険料 358,037 393,241 △ 35,204

滞納繰越分 21,000 18,000 3,000

２．分担金及び負担金 20,242 22,023 △ 1,781
三重郡三町からの介護認定審査会共
同設置負担金

３．国 庫 支 出 金 4,525,567 4,488,113 37,454
保険給付費等に応じて支払われる国
からの負担金等

４．支払基金交付金 5,732,805 5,669,833 62,972

40歳から64歳までの被保険者の保険
料（社会保険診療報酬支払基金より
保険給付費等に応じて支払われる交
付金）

５．県 支 出 金 3,027,505 2,968,366 59,139
保険給付費等に応じて支払われる県
からの負担金等

６．財 産 収 入 482 200 282
介護保険給付費支払準備基金の運用
益

７．寄　附　金 1 1 0 寄附金

８．繰　入　金 3,144,365 3,176,072 △ 31,707

一般会計繰入金 3,144,365 3,076,072 68,293

基金繰入金 0 100,000 △ 100,000

９．繰　越　金 40,000 30,000 10,000 前年度からの繰越金

10．諸　収　入 6,380 9,971 △ 3,591 第三者行為に係る損害賠償金等

21,384,000 21,090,000 294,000

　歳　　　入

65歳以上の被保険者の保険料

一般会計繰入金等

合　　　計

科　　　　目 説　　明

 



 

(単位：千円)

平成28年度 平成27年度 比　　較

予 算（Ａ） 予 算（Ｂ） （Ａ－Ｂ）

１．総　務　費 495,796 461,763 34,033
介護保険事業運営のための一般事務
経費

２．保 険 給 付 費 20,405,640 20,184,101 221,539 各介護サービスにかかる費用

３．基 金 積 立 金 482 200 282
介護保険給付費支払準備基金への積
立金

４．地域支援事業費 435,022 406,552 28,470
介護予防・包括的支援事業等にかか
る費用

５．公　債　費 300 300 0 借入金の返還金等

６．諸 支 出 金 46,260 36,584 9,676 介護保険料還付金等

７．予　備　費 500 500 0

21,384,000 21,090,000 294,000合　　　計

　歳　　　出

科　　　　目 説　　明

 

 

 

 

 

 

担当 健康福祉部 介護・高齢福祉課 

   守田 

   ℡ ３５４－８４２５ 



 

 

 

 

１．目的 
   進行し続ける超高齢社会において、介護予防の推進が更に重要となることから、

市内の介護・医療機関のリハビリテーション専門職を活用し、住民運営の通いの

場などにおいて指導・助言を行うことで、地域における介護予防の取り組みを推

進する。 

 

２．内容 

理学療法士、作業療法士、言語聴覚士などのリハビリテーション専門職を配置す

る市内の介護事業所、医療機関等に以下の業務を委託する。 

 

①住民運営の通いの場への支援 

ふれあいいきいきサロンなどの集いの場において、介護予防メニューの導入を促

進するとともに、実施方法などについての指導を行う。 

②地域ケア会議への支援 

個別地域ケア会議などにアドバイザーとして参加し、自立支援に向けたケアマネ

ジメントについての助言を行う。 

③通所等の介護事業所への支援 

通所等の介護事業所にアドバイザーとして関わり、効果的な運動プログラムを 

提案するなどして自立支援に向けた取り組みを支援する。 

 

 

３．予算額   

１，４４０千円   （財源内訳） 国庫支出金    ３６０千円 

                 県支出金     １８０千円 

          その他特財    ７２０千円 

（介護保険料等） 

  一般財源     １８０千円 

 

 

介護保険特別会計 

（新）地域リハビリテーション活動支援事業 

担当 健康福祉部 介護・高齢福祉課 

森下 

℡ ３５４－８１７０ 



 

 

 

 

１．目的 

高齢者の寝たきり及び認知症の予防、孤立感の解消、生活範囲の拡大並び

に生きがいづくりを図ることを目的とし、高齢者が地域で気軽に集える継続

的な憩いの場（以下「ふれあいいきいきサロン」という。）を運営する事業を

支援する。 

 

２．内容 

  ふれあいいきいきサロンは、「地域包括ケアシステム」を構築し、高齢者の

介護予防を進めていくうえで、重要な役割を果たすことが期待される。 

介護予防・生活支援体制づくり事業補助金の交付団体並びに専用施設を持つ

サロンなどの運営を支援し、その活動の充実を図るとともに、サロン活動を通

じ、介護予防・日常生活支援総合事業の担い手の育成、支援を図る。 

 

 

３．予算額 １１，６００千円  （財源内訳）国庫支出金 ２，９００千円 

                  /    県支出金  １，４５０千円 

                      その他   ５，８００千円 

（介護保険料等） 

                      一般財源  １，４５０千円 

 

 

 

介護保険特別会計 

ふれあいいきいきサロン推進事業 

担当 健康福祉部 介護・高齢福祉課 

守田 

TEL ３５４－８４２５ 



 

 

 

障害者グループホーム施設整備事業 

 

 

１．目的 

   障害者が必要な支援を受けながら、住み慣れた地域での生活を継続して

いくための住まいの場としてグループホームの整備に対し補助を行い、障

害者の自立と社会参加を図る。 

 

 

２．内容 

   民間法人によるグループホーム新設に際して、三重県補助事業との協調

により、施設整備に要する経費の一部を補助する。 

 

    箇 所 数  １か所 

    定   員  共同生活援助（グループホーム）４人分 

短期入所（ショートステイ）  １人分 

    補 助 額  １５，０００千円 

 

 

３．予算額  １５，０００千円 （財源内訳）県支出金 ７，５００千円 

   （前年度     ０千円）      一般財源 ７，５００千円 

 

 

 

 

担当 健康福祉部 障害福祉課 

   杉野 

   ℡ ３５４－８１７１ 



 



国民健康保険特別会計 

歳　　入 （単位：千円）

  平成28年度   平成27年度 比　　較

  当初予算Ａ   当初予算Ｂ （Ａ－Ｂ）

１ 国民健康保険料 6,643,064 6,786,380 △ 143,316 

一般被保険者 6,394,807 6,398,231 △ 3,424 

現年分 (5,838,571) (5,893,899) (△ 55,328)

過年分 (556,236) (504,332) (51,904)

退職被保険者 248,257 388,149 (△ 139,892)

現年分 (231,452) (368,890) (△ 137,438)

過年分 (16,805) (19,259) (△ 2,454)

4 4 0

5,992,459 6,172,492 △ 180,033
国民健康保険事業の健全な運営を
確保するため国が財政面で行う負

担金・補助金

４ 療養給付費等交付金 744,600 1,098,118 △ 353,518
退職被保険者の医療給付に要する
費用に充てるための交付金

５ 前期高齢者交付金 9,176,321 8,723,960 452,361

国保・被用者保険における65～74
歳の前期高齢者の偏在による保険

者間の医療費負担の不均衡を財政
調整する交付金

６ 県支出金 1,777,134 1,655,545 121,589
国民健康保険事業の健全な運営を
確保するため県が財政面で行う負

担金・補助金

７ 共同事業交付金 7,391,204 7,213,547 177,657
三重県国民健康保険団体連合会か

ら高額医療に対する交付金

８ 財産収入 2,342 2,800 △ 458 基金の運用から生じる利子

９ 繰入金 2,789,733 2,859,745 △ 70,012
一般会計及び基金から国民健康保
険特別会計へ繰入れる金額

一般会計繰入金 1,861,574 1,568,612 292,962

基金繰入金 928,159 1,291,133 △ 362,974

10 繰越金 300,000 300,000 0 前年度からの繰越金

11 諸収入 60,139 65,409 △ 5,270 第三者納付金、延滞金など

　　合　　　　計 34,877,000 34,878,000 △ 1,000

３ 国庫支出金

科　　　　目 説　　明

国民健康保険事業に要する費用に

充てるための徴収金

２ 一部負担金

 



歳　　出 （単位：千円）

  平成28年度   平成27年度 比　　較

  当初予算Ａ   当初予算Ｂ （Ａ－Ｂ）

266,507 255,442 11,065
国民健康保険事業運営のための一般事務
経費

21,016,987 21,288,807 △ 271,820
医療機関で支払う本人負担分を除いた費
用等

３ 後期高齢者支援金等 3,821,358 3,857,367 △ 36,009
75歳以上が加入する後期高齢者医療制度
を支える医療保険者の負担金

４ 前期高齢者納付金等 5,203 5,160 43
国保・被用者保険における65～74歳の前
期高齢者の偏在による保険者間の医療費

負担の不均衡を財政調整する拠出金

５ 老人保健拠出金 142 142 0
老人保健法対象者に支給する医療費を社
会保険診療報酬支払基金へ拠出金として

負担する

６ 介護納付金 1,303,332 1,412,288 △ 108,956
介護保険のための費用として社会保険診

療報酬支払基金に納付する費用

７ 共同事業拠出金 8,038,952 7,646,529 392,423

高額な医療給付の発生による国保財政の
不安定を緩和するため三重県国民健康保

険団体連合会を実施主体とする再保険事
業への拠出金

８ 保健事業費 393,894 379,594 14,300
ヘルスアップ事業、特定健診実施費用、

がん検診等の費用の一部を負担する経費
など

９ 基金積立金 2,342 2,800 △ 458 基金運用益の積み立て

10 公債費 100 100 0
診療報酬の支払費用を借り入れしたとき
の利息

11 諸支出金 25,183 26,771 △ 1,588
過年度に収納した保険料の過誤納付金を
返還する費用

12 予備費 3,000 3,000 0

　　　合　　　　計 34,877,000 34,878,000 △ 1,000

科　　　　目 説　　明

１ 総務費

２ 保険給付費

 

 
担当 健康福祉部 保険年金課 

   小松 

   ℡ ３５４－８１５８ 



 

 

後期高齢者医療特別会計 

 

担当 健康福祉部 保険年金課 

   小松 

   ℡ ３５４－８１５８ 

歳　　入 （単位：千円）

科　　目
平成２８年度
当初予算Ａ

平成２７年度
当初予算Ｂ

比　　較
（Ａ－Ｂ）

説　　明

2,661,161 2,427,488 233,673 広域連合にて算定する保険料

後期高齢者医療保険料 2,661,161 2,427,488 233,673

特別徴収保険料 1,587,472 1,519,104 68,368

普通徴収保険料 1,073,689 908,384 165,305

２ 使用料及び手数料 1 1 0

３ 寄附金 1 1 0

４ 繰入金 3,051,620 2,950,493 101,127
一般会計から後期高齢者医療特別

会計に繰り入れる金額

保険基盤安定繰入金 558,667 493,586 65,081 県３／４

療養給付費負担金繰入金 2,253,362 2,217,106 36,256 広域連合にて算定　市の負担金

その他広域連合負担金繰入金 157,384 146,500 10,884 広域連合事務費、健康診査等

職員給与費等繰入金 82,207 93,301 △ 11,094

５ 繰越金 1 1 0 前年度からの繰越金

６ 諸収入 29,216 22,016 7,200
延滞金、広域連合からの返還金な

ど

　　合　　　　計 5,742,000 5,400,000 342,000

歳　　出 （単位：千円）

科　　目
平成２８年度
当初予算Ａ

平成２７年度
当初予算Ｂ

比　　較
（Ａ－Ｂ）

説　　明

102,863 108,862 △ 5,999
後期高齢者医療事業運営のための
一般事務経費

5,631,384 5,285,385 345,999 広域連合規約に基づく負担金

一般管理事務費負担金 87,816 90,672 △ 2,856

健康診査事業負担金 30,345 18,994 11,351

健康診査事業事務費負担金 11,298 12,278 △ 980

保険料等負担金 2,661,971 2,428,193 233,778

保険基盤安定制度負担金 558,667 493,586 65,081

療養給付費負担金 2,253,362 2,217,106 36,256

市町負担金 27,925 24,556 3,369

50 50 0 資金を借り入れたときの利息

7,203 5,203 2,000
過年度に収納した保険料の過誤納
付金を返還する費用

500 500 0

　　　合　　　　計 5,742,000 5,400,000 342,000

５ 予備費

４ 諸支出金

３ 公債費

２ 後期高齢者医療
　 広域連合納付金

１ 後期高齢者医療保険料

１ 総務費



 

 

 

１．目的 

急速な高齢化が進展する中、安心して療養し、最期を住み慣れた地域の中で迎えるこ

とができるよう、在宅医療の体制整備を推進する。 

 

２．内容 

  今後、在宅医療をより推進していくため、在宅療養者に対するスムーズな連携・役割

分担を行うため、医療・福祉関係者がＩＣＴを活用して日常的かつ容易に情報を共有す

ることが可能な情報ネットワークの普及を図る。 

   

１）訪問看護支援事業 （４，９８５千円） 

訪問看護ステーションが、安定的にサービス提供できるようその基盤強化のた

め、訪問看護師養成研修会、訪問看護師スキルアップ研修会の実施、訪問看護に

関する相談窓口の開設、訪問看護ステーション間の連携への支援や訪問看護につ

いての啓発を実施する。 

 

   ２）ICT を活用した情報共有システムの運用（１，６６９千円） 

      医療情報ネットワーク「ＩＤ‐Ｌink」を活用し、地域の在宅医療に携わる医

療・福祉関係者が、タブレット端末等を利用し、即時、必要な情報を入手するこ

とができる体制を整備する。 

 

   ３) 【地方創生】在宅医療の理解促進事業(１，０８０千円) 

      在宅での療養生活で利用できる医療、福祉、介護サービスを掲載した冊子を作

成し、本市の在宅医療の現状について講演会等を実施することにより、療養生活

が必要となった場合、必要なサービスを適切に選択できるよう在宅医療への理解

を促進する。 

      

３．予算額  ９，５２７千円   （財源内訳）国庫支出金  ３，７１５千円 

 （前年度 １７，７５９千円）        県支出金   １，８５７千円 

                     その他    ２，０９８千円 

（介護保険料等） 

                     一般財源   １，８５７千円 

 

介護保険特別会計 

在宅医療・介護連携事業 

担当 健康福祉部 健康福祉課 

   岡本 

   ℡ ３５４－８２８１ 



 

 

１．目的 

いきいきと生活できるよう、食生活や運動に関する知識の普及・啓発や実践の

場の拡大を行い、市民の自主的な健康づくりを推進する。 

 

２．内容 

（１）健康づくり事業 

ホームページやＣＴＹ、健康だより等で健康情報を発信し、普及・啓発を行

う。また、各種健康づくり教室を開催し、市民や自主的に健康づくりに取り組

むグループ等へ働きかけ、健康づくりの推進を図る。 

 

（２）健康ボランティア活動 

食生活改善や運動実践に取り組む健康ボランティアを養成し、地域で活躍す

る人材育成を行うとともに、集会所や公園など身近な場所で、健康づくりの実

践が行えるよう健康講座を開催する。 

 

 

３．予算額    ６，９５１千円  （財源内訳）県支出金     ４８千円 

（前年度   ７，３５４千円）       その他特財   １５２千円 

                              （教材等代金） 

一般財源   ６，７５１千円 

 

 

 

 

 

健康づくり市民協働事業 

担当 健康福祉部 健康づくり課 

上原 

   ℡ ３５４－８２９１ 



 

 

 

１．目的 

本市における死因の第１位であるがんを早期に発見し、適切な治療を行うため、

がん検診を実施し、がんによる死亡を減少させる。 

 

２．内容 

  がんの早期発見のために、胃がん検診・大腸がん検診・肺がん検診・乳がん検診・

子宮頸がん検診を実施する。 

 【地方創生】 

子宮頸がん検診の精度を高める「ヒトパピローマウイルス検査（ＨＰＶ検査）」

を子宮頸がん検診と同時に実施するなど、検診の充実を図る。 

 

３． 予算額 ５１５，９９９千円 （財源内訳）国庫支出金   ４，２８２千円 

（前年度  ４５８，４２２千円）       県支出金    ６，４５４千円 

                        その他特財 １１５，８７３千円 

                             （健康診査受診料等）  

                         一般財源   ３８９，３９０千円 

 〈がん検診受診者数〉 

 

受診者数 受診率 受診者数 受診率

（人） （％） (人) （％）

78,620 16,086 20.5 17,387 22.1

78,620 18,842 24.0 20,727 26.4

78,620 6,921 8.8 11,295 14.4

50,236 9,142 27.4 7,724 27.1

64,492 17,832 39.0 16,063 40.3

対象者数
(人)

平成26年度実績 平成27年度見込

胃がん検診

大腸がん検診　

肺がん検診

乳がん検診  

子宮頸がん検診

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検診事業     

※受診率の算定式 

胃、大腸、肺がん：「当該年度受診者数」÷「当該年度対象者数」×１００ 

乳、子宮頸がん： 

（「前年度受診者数」＋「当該年度受診者数」－「２年連続受診者数」）÷「当該年度対象者数」×１００ 

 

担当 健康福祉部 健康づくり課 

勝田 

   ℡ ３５４－８２８２ 



 

 

 

１．目的 

こころの病気や精神障害等について、広く市民に啓発を行うとともに、これ

らの病気や障害を抱える人たちが、安定した療養生活を送ることができるよう、

より適切な医療受診や療養等の支援を行い、こころの健康づくりを推進する。 

 

 

２．内容 

 ・こころの相談 

精神科医師、保健師及び精神保健福祉士等による相談や思春期相談を実 

施し、早期又は継続して必要な支援を行う。 

・こころの健康づくりに関する普及啓発 

こころの健康づくり講演会やこころの健康講座、出前講座を実施すると 

ともに、各種広報を通じて啓発に取り組む。 

・自殺予防の連携体制づくり 

相談機関や医療機関、消防署、薬剤師会等関係機関と情報共有や連携を 

図り、自殺についての正しい知識の普及啓発や、自殺未遂者に対する支援等

に努める。 

 

 

３．予算額  ３，１９４千円 （財源内訳） 一般財源  ３，１９４千円 

 （前年度  ３，２０１千円） 

こころの健康づくり支援事業 

担当 健康福祉部 保健予防課 

   松浦 

   ℡ ３５２－０５９６ 



こ ど も 未 来 部 
 

 

新年度予算における基本的な方針 

近年の社会・経済状況の変化に伴う少子化の進行や核家族化の進展など、子

どもや子育てをめぐる環境も依然として厳しい状況にある。 

こうした中、本市にあっては、子ども・子育て支援新制度のもと、「四日市市

子ども・子育て支援事業計画（平成２７年度～３１年度）」に掲げる各種事業を

着実に進め、妊娠から出産、乳幼児、青少年に至るまで、途切れのない施策の

展開を図る。 

また、子どもの数が減少していく中、保護者のニーズは多様化しており、子

育て世代が、安心して子どもを産み、育てることができるよう環境の整備に努

めるなど、子どもの健やかな成長と子育て家庭への支援のより一層の充実を図

る。 

 

 

１．就学前の保育・教育について 

就学前の保育については、低年齢児を中心とした利用児童数の増加により、

待機児童が発生している。 

そのため、民間保育所の新たな施設の整備や改修に対して補助を行ったり、

低年齢児（０～２歳児）を少人数で預かる地域型保育事業の認可施設数を拡

充することにより、待機児童の解消に努める。 

就学前の教育については、子どもの健やかな発達を促し、遊びを通して総合

的な指導を行うとともに、園児数が著しく減少している公立幼稚園については、

教育環境の適正化に向けた取組を計画的に進める。また、子ども・子育て支援

新制度により新たに創設された施設型給付の適用を受ける私立幼稚園に対し

ては、良質な就学前教育を保障するために財政支援を行う。 

一方、保育園･幼稚園を利用する保護者に対して、多子世帯の保育料の免除

対象世帯を拡充し、保護者負担の軽減を図る。 

 

【主な事業】幼稚園事務費事業費             ８８，９８２千円 

私立幼稚園保育料補助金          ３７８，７２３千円 

四日市まちじゅうこども図書館事業       ４，９４０千円 

（公立・私立保育園             ３，５００千円） 

（公立・私立幼稚園             １，４４０千円） 

橋北交流会館整備事業（幼稚園・保育園）  ４５６，６２２千円 



地域型保育事業              ２３６，７６５千円 

特別保育事業               １０８，１５５千円 

（民間保育所乳児保育促進事業       ２０，０００千円） 

（民間保育所延長保育事業         ４３，６００千円） 

（民間保育所一時保育事業         １９，７４３千円） 

（民間保育所休日保育事業          ６，０００千円） 

（病児・病後児保育事業          １８，８１２千円） 

民間保育所整備事業            ２１６，４８４千円 

 

 

２．児童福祉について 

育児の不安や負担、孤立感を和らげ、保護者が安心して子育てができるよ

う、すべての子育て家庭を対象とした支援の充実を図る。 

そのため、子育て支援センターにおいて育児相談や子育ての情報提供、保

護者同士の交流の場の提供を行うとともに、子育てに関する総合案内窓口に

専門員を配置して、必要な情報を提供し、適切なサービスの提供につながる

よう取り組んでいく。 

さらに、第２子以降の子の出産後に、就学前の兄･姉の一時保育を無料で利

用できる保育サービスを始めるとともに、育児の疲れや疾病などで一時的に

子どもの養育が困難になったとき、施設で一時的な養育を行うことにより、

子育てに対する保護者の心身の負担軽減を図る。 

また、子ども医療費を中学校終了前まで助成の範囲とし、子育て世帯の経

済的な負担軽減を図る。 

一方、地域の学童保育所に対しては、常勤指導員の確保に向けた支援の拡

充を図るとともに、引き続き、施設整備等に対する支援を行う。また、児童

館においては、創作活動や戸外遊びのほか、本とふれあえる楽しい空間作り

に取り組む。 

子どもの虐待防止については、関係機関・団体や地域と連携しながら、養

育上で特に支援が必要な家庭への継続的な訪問支援や親支援プログラム講座

の拡充等を行い、虐待の早期発見、早期対応、未然防止を目指す。 

ひとり親家庭等については、専任の支援員を中心にきめ細かな相談を行い、

給付金や貸付等も活用し自立につながる支援を行う。 

子どもの発達支援については、発達総合支援室の言語聴覚士、保育士、教

員等が子どもの発達に関する保護者の相談に早期対応するとともに、保健・

福祉・教育・医療の関係機関と連携し、早期支援につなげ、途切れのない支

援を行う。また、児童発達支援センターあけぼの学園においては、保育園や



幼稚園等との連携を図りながら、専門的な発達支援が必要な子どもや保護者

への支援を行う。 

 

【主な事業】子ども医療費助成事業           ８０９，６００千円 

      不妊治療費助成事業             ４５，２００千円 

      ひとり親家庭等日常生活支援事業        ２，４３７千円 

母子家庭等自立支援給付金事業        １０，２９２千円 

      児童虐待防止対策事業             ２，７１９千円 

プロジェクトＵ－８事業（途切れのない指導・支援事業） ４，９１７千円 

ファミリー・サポート・センター事業     １１，６５８千円 

子ども・子育て支援事業計画推進事業        ３６６千円 

父親の子育てマイスター事業          １，７４３千円 

学童保育事業               ３９２，２７１千円 

第２子以降子育てレスパイトケア事業      ８，２６４千円 

児童手当               ５，２７９，８００千円 

児童扶養手当             １，０３６，８００千円 

児童発達支援ｾﾝﾀｰあけぼの学園移転整備事業 ２５４，０００千円 

障害児通所事業              ６３８，２４４千円 

四日市まちじゅうこども図書館事業         ４４０千円 

（子育て支援センター 単独型・医療機関型     １６０千円） 

（児童館                     ２８０千円） 

地域子育て支援拠点事業費補助金       ５６，３８２千円 

子育て支援ショートステイ事業         ３，１８５千円 

民間児童養護施設等整備事業          ４，３２５千円 

橋北交流会館整備事業（児童館）      ２４５，４９８千円 

児童館自主事業                １，８３７千円 

 

 

３．母子保健事業について   

子育て中の世代を包括的に支援するための窓口として、気軽に立ち寄り、保

健師等に相談できる来所型の相談室を開設する。これにより、妊娠期から育児

期に至るさまざまな不安や悩みの解消を図るとともに、必要に応じて関係機関

と連携し、途切れのない継続した支援を行う。 

また、各種健康診査や育児教室等を通じて、保護者の不安解消に努めるとと

もに、こんにちは赤ちゃん訪問事業により、生後４か月までの乳児を持つ家庭

をすべて訪問し、養育環境等に課題のある家庭については、関係機関、地域と



連携しながら、適切な支援につなげることで、乳児虐待の未然防止に取り組む。 

予防接種については、おたふくかぜワクチンの接種費用について一部助成を

継続するとともに、定期予防接種とあわせて適切な接種の推進と啓発に努める。 

 

【主な事業】妊産婦乳幼児健康診査事業         ３３２，０７８千円 

        妊産婦乳幼児保健指導事業           ３，２２２千円 

こんにちは赤ちゃん訪問事業          ９，１２２千円 

新生児聴覚スクリーニング検査助成事業     １，７２４千円 

        乳幼児等予防接種事業           ６４２，０１６千円 

        おたふくかぜワクチン接種助成事業       ７，５４６千円 

 

 

４．青少年の健全育成について 

子どもの非行を未然に防止し、有害な環境や情報、犯罪から子どもを守る

ため、保護者や学校、関係機関、地域との連携を図るとともに、子どもの生

活リズムの向上に努める。 

  また、少年自然の家においては、様々な体験活動を通じて、豊かな人間性、

自己判断力、たくましさを身につけた子どもの育成に取り組むとともに、施

設の老朽化に対応して、必要な施設の修繕等を行う。 

 

【主な事業】親と子どもの豊かな育ち事業          ２，９７６千円 

        子どもと若者の居場所づくり事業        ３，８３０千円 

少年自然の家施設管理運営費         ７１，９１５千円 

少年自然の家施設整備事業          ５９，９００千円 

 

 

 

（決算議会等の指摘に対する主な事業） 

 ○ 新生児聴覚スクリーニング検査助成事業 

   経済的な理由で検査が受けられず、先天性の難聴の発見が遅れることの 

ないように、低所得世帯に対し、新生児期に受ける聴覚検査費用の助成を 

行う。 

 

○ 就学を控えた５歳児の保護者に対して、発達や行動、生活の様子に関する

アンケートを実施し、その結果をもとに、保育園や幼稚園と連携し、就学後

の支援に結びつけていくための発達支援を行う。 



 

 

 

 

１．目的 

  市内在住で私立幼稚園に就園する園児の保護者に対して、小学校６年生以下から数

えて第３子以降の児童が就園している場合に、所得にかかわらず、保育料の全額を補

助してきた。 

平成２８年度から国の補助制度（就園奨励補助金）が、年収約３６０万円未満の世

帯については、第３子の１人目の年齢上限が撤廃される。 

そのことに加え、上記以外の年収約３６０万円以上の世帯について、本市独自に現

在小学校６年生の年齢上限を中学校３年生まで拡大することにより、多子世帯におけ

る保護者負担の一層の軽減を図る。 

 

２．内容 

≪平成２７年度まで≫ 

全額免除相当（の就園奨励費補助金）となる第３子の１人目の年齢上限の考え方 

【国】小学校３年生まで（所得制限なし） 

【市】小学校６年生まで（所得制限なし） 

≪平成２８年度≫ 

【国】年収約３６０万円未満世帯においては、年齢上限を撤廃 

【市】国の補助となる年収約３６０万円未満の世帯への対応に加え、年収約３６０万

円以上の世帯について、所得にかかわらず年齢上限を中学校３年生まで拡大す

る。 

 

※ なお、公立幼稚園、および公・私立保育園については、同様の減免措置とする。 

 

３．予算額   １０，６２３千円    （財源内訳）一般財源 １０，６２３千円 

 

私立幼稚園保育料補助金 

全体事業費 ３７８，７２３千円  （財源内訳）国庫支出金 １０９，４００千円 

                        一般財源  ２６９，３２３千円 

担当 こども未来部 保育幼稚園課 

   田宮 

    ℡３５４－８１７２ 

（新）私立幼稚園保育料第３子以降無償化事業【地方創生】 

（私立幼稚園保育料補助金） 



 

 

 

 

１．目的 

平成２７年度の子ども・子育て支援新制度開始に伴い、新たに市の認可事業として

設けた、定員１９人以下の少人数で預かる地域型保育事業の認可施設数を拡充し、低

年齢児（０～２歳児）の待機児童の解消を図る。 

  

２．内容 

地域型保育事業のうち、下記の事業を実施する事業者に対して、児童の保育に要す

る費用について、国の定める基準（公定価格）により支給する。 

 

＜認可施設数＞ 

 平成２７年度 
平成２８年度 

（予定） 
合計 

小規模保育事業 

Ａ型 
０箇所 ２箇所 ２箇所 

小規模保育事業 

Ｂ型 
６箇所 ２箇所 ８箇所 

事業所内保育事業 １箇所 ２箇所 ３箇所 

合計 ７箇所 ６箇所 １３箇所 

 

 

３．予算額 ２３６，７６５千円  （財源内訳）国庫支出金 １０９，１６４千円 

  （前年度 ８０，８９６千円）       県支出金   ５４，５８２千円 

                       一般財源   ７３，０１９千円 

 

地域型保育事業【地方創生】 

担当 こども未来部 保育幼稚園課 

    田宮、稲垣 

    ℡３５４－８１７３ 



 

 

 

 

１．目的 

民間保育所の整備に対して、補助を行い、待機児童の解消を図るとともに、特別保

育サービスの拡充を行う。 

 

２．内容 

（１）民間保育所の新設に要する経費の一部を補助する。 

      

      対象者  社会福祉法人 ひよこ会 

           〔（仮称）第３ひよこ保育園〕 

      予定地  四郷地区 

      定 員  ９０人 

      予算額  ２０３，４００千円 

     

（２）民間保育所の増改築に要する経費の一部を補助する。 

 

      対象者  社会福祉法人 愛育会 

           〔三重愛育保育園〕 

      所在地  三重地区 

      定 員  整備前１６０人 

      整備後１７０人 

      予算額  １３，０８４千円 

 

３．予算額 ２１６，４８４千円  （財源内訳）国庫支出金 １４７，２３０千円 

  （前年度  ５，３４６千円）       一般財源   ６９，２５４千円 

 

担当 こども未来部 保育幼稚園課 

    稲垣 

    ℡３５４－８１７３ 

民間保育所整備事業 



 

     

１ 目的 

子どもの権利が守られるよう、関係機関・関係団体・地域と連携しながら事業を展

開し、児童虐待の早期発見・早期対応・未然防止を図る。 

 

２ 内容 

（１）関係機関等との連携強化 

「四日市市子どもの虐待及び配偶者からの暴力防止ネットワーク会議」を中心に、

保健・医療・福祉・教育・警察等の関係機関や関係団体、地域と連携することで、

虐待の早期発見・早期対応・未然防止を図る。 

 

（２）【拡充】子育て中の親支援プログラム講座の実施 

未就学児の子育て不安軽減を図る講座に加え、未就学に限らない「子どもへのか

かわり方」に悩みを抱える親への支援講座も追加し、より幅広い層へ対象を広げる

ことで、虐待の未然防止への対応を図る。 

 

（３）養育支援訪問事業の実施 

子育て不安や孤立感など様々な原因で養育支援が特に必要な家庭を、関係機関や

母子保健等から把握して関係者会議で要否を決定し、保育士資格を持った子育て経

験者の支援員による育児・家事支援や保健師・助産師による専門的相談・指導を一

定期間継続訪問して行うことで、養育力向上と虐待の未然防止・再発予防を図る。 

     ※延べ訪問件数（H27 4～12 月）： 育児家事支援 242 件、専門的相談支援 81 件 

 

○年齢・虐待種別区分 

 H26 年度（4～12 月） H27 年度（4～12 月） 

人数 構成比(％) 人数 構成比(％) 増加率(％) 

身体的虐待 218 44.5 222 40.1    1.8 

性的虐待   7  1.4   2  0.4 ▲71.4 

心理的虐待 108 22.0 136 24.5   25.9 

ネグレクト 157 32.1 194 35.0   23.6 

合計 490 100.0 554 100.0   13.1 

 

３ 予算額     ２，７１９千円    （財源内訳）国庫支出金   ２４４千円 

 （前年度      ２，０４０千円）         県支出金    ２４４千円 

                            一般財源  ２，２３１千円 

 
担当 こども未来部 こども保健福祉課 

    安田 ℡３５４－８２７６ 

児童虐待防止対策事業 

 

助成 



 

１．目的 

保護者の就労等により放課後等に留守家庭となる児童の健全育成と、その保護者の

就労支援を目的として､遊びや生活の場として学童保育を行う地域の運営委員会に対

し支援を行う。また、常勤指導員の賃金改善及び常勤指導員の配置促進を図るため、

支援を拡充する｡ 

 

２．内容 

○国・県の補助制度に基づくもの 

・運営費（53 クラス）・障害児受入推進費等の補助      ２９６，０００千円 

49 クラス→53 クラス 

（新設１：橋北、学童分割２：常磐西、内部、クラス分割１：三重）            

・学童保育所の備品整備にかかる備品整備費補助        ６，６２０千円 

・【拡充】有資格常勤指導員配置推進に関する補助        １３，９９５千円 

    常勤指導員賃金補助の上限額の引上げ（980 円→最大 1,230 円） 

○市独自で行うもの 

・施設整備費補助                     ４６，０００千円 

    新築費補助、増築・大規模改修補助、環境改善費補助 

・有資格常勤指導員配置推進に関する補助          １１，９７６千円 

  社会保険料等負担分補助、資格取得の研修にかかる補助 

・就学援助家庭等利用補助                  ９，０００千円 

・ＡＥＤ整備費補助                     ６，３００千円 

○【新規】労務管理相談支援                 ２，１０６千円 

  社会保険労務士による相談支援 

○その他事務費                         ２７４千円 

 

３．予算額  ３９２，２７１千円   （財源内訳）国庫支出金  ９９，９１４千円 

（前年度  ２８５，７６７千円）         県支出金 １００，５３１千円 

その他特財    １，３４３千円 

（施設使用料）         

一般財源 １９０，４８３千円        

担当 こども未来部 こども未来課 

   鎌田 

    ℡３５４－８０６９ 

学童保育事業【地方創生】 



 

 

 

 

１．目的 

  核家族化の進行や地域コミュニティの希薄化等により、保護者の育児に対する孤立

感や負担感が大きくなっていることから、第２子以降の子を出産した場合に、出産後

の支援を行うことにより、心理的・肉体的な負担の軽減を図る。 

 

２．内容 

第２子以降の子を出産し、産後６カ月までの間に、市内の認可保育園が実施する一

時保育の利用料を２回まで無料とするサービスを提供する。 

 

  ○保育無料券の交付（印刷製本費、郵便料）            ６８４千円 

    交付対象者  ：平成２８年４月１日以降に第２子以降の子を出産した者 

    利用開始日  ：平成２８年７月１日 

    利用可能な施設：一時保育を実施している認可保育園（公・私立） 

    対象児童   ：出産した子の兄・姉で就学前の子 

利用期間   ：保育無料券の交付を受けた日から産後６カ月後（月末）まで 

〔経過措置〕初年度の４月、５月、６月に出産した者は、それ 

ぞれ産後９カ月後、８カ月後、７カ月後（月末）まで 

 

  ○利用先保育園への一時保育利用料の補てん（補助金交付）   ７，５８０千円 

保育無料券の利用分について、私立保育園に対し一時保育利用料を補てんする。 

 

３．予算額   ８，２６４千円     （財源内訳）一般財源  ８，２６４千円 

 

 

 

 

担当 こども未来部こども未来課 

    片岡 

    ℡３５４－８０６９ 

こども未来部保育幼稚園課 

稲垣 

℡３５４－８１７３ 

（新）第２子以降子育てレスパイトケア事業【地方創生】 



 

 

 

１．目的 

市が保有する県地区社会福祉事業用地（下海老町地内）に児童発達支援センター

あけぼの学園を移転するため、新たな施設の整備に必要となる調査･設計等を行う。 

 

２．内容 

あけぼの学園移転用地の地質調査及び造成設計･工事、建物の地質調査及び設計、

並びに接続道路の整備を行う。 
 
   ① 移転用地(約 8,540 ㎡)の地質調査及び造成設計業務委託  １８，０００千円 

   ② 移転用地の造成工事（土工、調整池、排水構造物設置等） １００，０００千円 

   ③ 建物の地質調査及び基本･実施設計業務委託        ６２，０００千円 

   ④ 用地東側に接道する市道の拡幅整備工事          ７４，０００千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．予算額 ２５４，０００千円  （財源内訳）市債    １２３，１００千円 

（前年度 ７，７００千円）       その他特財 １３０，９００千円 

    

４．債務負担行為 

  移転用地の造成工事（土工、調整池、排水構造物設置等） 

   限度額 １５０，０００千円   （総事業費）２５０，０００千円 

   期 間 平成２８年度から平成２９年度 
担当 こども未来部 こども未来課 

    三井 

    ℡ ３５４－８０３８ 

児童発達支援センターあけぼの学園移転整備事業【地方創生】 



 

 

１．目的 

学校統合により遊休化している旧東橋北小学校を活用し、幼稚園や保育園、

児童館などの子育て支援機能を中心とした複合施設として橋北交流会館の整備

を行う。 

２．内容 

旧東橋北小学校を活用し、就学前の教育・保育を一体的に行うために施設

整備を行うとともに、平成２９年度の運営開始に向けて備品購入等を行う。 

・幼稚園および保育園（１、２階）整備      ４５６，６２２千円 

    （内訳）整備工事            ４２８，０００千円 

        備品購入             ２８，０００千円  

施設総合管理委託            ６２２千円 

３．予算額 ４５６，６２２千円 （財源内訳）県支出金   ６，６００千円 

（前年度  ２９，８００千円）      市債   ３４６，６００千円 

その他特財 ８１，４００千円 

（都市基盤・公共施設等整備基金繰入金） 

一般財源  ２２，０２２千円 

≪参考：施設全体の整備計画≫ 

（１）利活用内容 

校 舎：延床面積約５，７０４㎡（平成４年竣工、ＲＣ造４階） 

１階 幼稚園および保育園（９６５㎡）、地元の地域活動施設  

２階 幼稚園および保育園（１，２７４㎡） 

３階 貸館・貸しスペース 

企業ＯＢによる中小企業・ベンチャー企業への相談支援の場 

     ４階 児童館、子育て世代等交流の場 

    体育館、園庭、児童館広場、運動場、駐車場 

（２）改修に関する予算額 

整備する施設 担当課 予算額 

幼稚園および保育園 保育幼稚園課 ４２８，０００千円 

地元の地域活動施設、貸館・貸しスペース 市民生活課 ２２５，９００千円 

企業ＯＢによる相談支援の場 工業振興課 １９，５００千円 

児童館、子育て世代等交流の場 こども未来課 ２１９，０００千円 

体育館、運動場 スポーツ課 ４７，６００千円 

合   計 ９４０，０００千円 

 

担当 こども未来部 保育幼稚園課 

    稲垣 

    ℡３５４－８１７３ 

橋北交流会館整備事業（幼稚園・保育園） 



 

１．目的 

学校統合により遊休化している旧東橋北小学校を活用し、幼稚園や保育園、

児童館などの子育て支援機能を中心とした複合施設として橋北交流会館の整備

を行う。 

２．内容 

４階部分を活用し、児童館と子育て世代等の交流の場として施設整備を   

行うとともに、平成２９年度の運営開始に向けて備品購入等を行う。 

・児童館、子育て世代等交流の場（４階）整備   ２３３，４９８千円 

    （内訳）整備工事            ２１９，０００千円 

        備品購入             １４，０００千円 

施設総合管理委託            ４９８千円 

    ・橋北交流会館整備工事監理業務委託        １２，０００千円 

３．予算額 ２４５，４９８千円（財源内訳）県支出金    ３，４００千円 

（前年度 １５，３００千円）     市債    １７７，３００千円 

その他特財  ５３，７００千円 

（都市基盤・公共施設等整備基金繰入金） 

一般財源   １１，０９８千円 

≪参考：施設全体の整備計画≫ 

（１）利活用内容 

校 舎：延床面積約５，７０４㎡（平成４年竣工、ＲＣ造４階） 

１階 幼稚園および保育園、地元の地域活動施設  

２階 幼稚園および保育園 

３階 貸館・貸しスペース 

企業ＯＢによる中小企業・ベンチャー企業への相談支援の場 

     ４階 児童館、子育て世代等交流の場（１，２７０㎡） 

    体育館、園庭、児童館広場、運動場、駐車場 

（２）改修に関する予算額 

整備する施設 担当課 予算額 

幼稚園および保育園 保育幼稚園課 ４２８，０００千円 

地元の地域活動施設、貸館・貸しスペース 市民生活課 ２２５，９００千円 

企業ＯＢによる相談支援の場 工業振興課 １９，５００千円 

児童館、子育て世代等交流の場 こども未来課 ２１９，０００千円 

体育館、運動場 スポーツ課 ４７，６００千円 

合   計 ９４０，０００千円 

 
担当 こども未来部 こども未来課 

    片岡 

    ℡３５４－８０６９ 

橋北交流会館整備事業（児童館） 



 

 

 

 

１．目的 

   軽度・中等度の難聴は、早期発見が困難なことから、新生児期に聴覚スクリーニ

ング検査（※）を行い、早期支援の機会を確保する必要がある。 

そのため、経済的な理由で検査を受けられず、難聴の発見が遅れることのないよう 

に、生活保護世帯、非課税世帯の低所得者に対して、検査費用の助成を行う。 

 

（※）聴覚スクリーニング検査：赤ちゃんが眠っている状態で、音を聞かせたときに出

る脳波を検査する「自動聴性脳幹反応検査（ＡＡＢＲ）」などがあり、短時間で安

全に行える。検査費用は約 6,000 円程度であり、医療保険適用外である。 

 

２．内容 

対象者 

（対象児） 

聴覚スクリーニング検査を受診した新生児または生後6か月までの乳

児で、生活保護世帯または市民税非課税世帯 

助成内容 
新生児聴覚スクリーニング検査に要した費用に対し、6,000 円を上限

として、対象者１人につき 1回助成 

助成件数 

見込み 
約２７０件（平成２８年度出生数見込みの約１割） 

   

３．予算額 １，７２４千円    （財源内訳）一般財源    １，７２４千円 

 

 

 

 担当 こども未来部 こども保健福祉課 

    瀬古 

    ℡３５４－８１８７ 

（新）新生児聴覚スクリーニング検査助成事業【地方創生】 



商 工 農 水 部 

 

新年度予算における基本的な方針 

個人消費が堅調に推移し、緩やかな景気の持ち直しが見込まれる中、ハローワ

ーク四日市管内の有効求人倍率が 1.4 倍（平成 27 年 12 月時点）を超える水準で

推移するなど、雇用情勢も着実に持ち直している。このような状況の中、機会を

逃さず、産業の活性化に資する様々な施策を推進していく必要がある。 

工業振興については、企業立地奨励制度等を活用し、企業の高付加価値型産業

への転換や研究開発機能の強化を促進するとともに、産業のさらなる高度化を図

るため、新エネルギーとして期待される水素についても、優位性のある新事業へ

の展開に向けた新たな取り組みを行う。また、中小企業の新製品・新技術の開発

や新分野への参入、海外展開の支援、人材確保の支援などを行うとともに、企業

ＯＢ人材のノウハウを活用するための環境整備に取り組み、本市産業の持続的な

発展を図る。 

商業振興については、買い物拠点の維持・再生や中心市街地の活性化に向けた

従来の支援を継続しつつ、平成 27 年度に整備したデジタルサイネージを活用し、

中心市街地における情報発信力を高めることで、より一層の賑わい創出に取り組

む。 

また、本市での創業を促進するため、従来の創業支援事業を継続するともに、

新たに女性起業家支援事業に取り組む。 

観光及びシティプロモーションについては、四日市市観光大使やマスコットキ

ャラクターの「こにゅうどうくん」を活用し、大都市圏でのイベントの実施など、

本市の魅力を発信するとともに、テレビ、新聞等のメディアやプロモーション映

像を活用したＰＲを行う。また、中心市街地において無料 Wi-Fi サービスを提供

し、来訪者の利便性の向上を図る。 

雇用対策については、上記の産業活性化策を通じた雇用の場の維持・創出に加

え、障害者雇用奨励金や地域若者サポートステーションへの支援等により、障害

者や就労困難な若年者等への就労支援を継続する。特に障害者雇用については、

特例子会社の設立支援、事業所を対象としたセミナー等を着実に実施し、障害者

雇用のより一層の促進を図る。 

農水畜産施策については、新規就農者の育成・確保、担い手農家の規模拡大、

機械・施設整備、６次産業化等への支援を行い、安定した農業経営体を育成する。

また、農地中間管理機構等を通じた、担い手農家への農地集積を推進するととも

に、荒廃農地の復元支援など、農地の保全・活用への取り組みも進める。 

また、サル、イノシシなどの鳥獣被害対策については、新たに専門員を配置し、

住民や猟友会等と連携した効果的な捕獲・追い払い体制の強化を図り、被害軽減

に取り組む。 

農業基盤の整備については、緊急性や重要性を考慮しながら、水利施設等農業



用施設の更新・改修に努める。 

水産基盤については、防災機能の回復・向上を図り、背後地の生命・財産を守

るため、磯津漁港海岸保全施設の整備を進める。 

 

１．高付加価値型産業構造への転換について 

企業立地奨励金交付事業や民間研究所立地奨励金交付事業により、設備投資や

新規企業立地の誘発、既存工場のマザー工場化の促進、研究開発機能の集積によ

る新規事業分野への展開等を図るとともに、産業の高度化を担う人材育成支援を

行う。 

また、新エネルギーとして期待される水素について、優位性のある新事業への

展開を探ることで産業のさらなる集積高度化を図る。 

 

【主な事業】 ものづくりエキスパート育成事業      １０，０００千円 

企業立地奨励金交付事業         ６７２，０００千円 

民間研究所立地奨励金交付事業      １１７，０００千円 

水素社会の構築に向けた公民連携促進事業   ７，０００千円 

 

２．中小企業支援について 

中小企業の活力を高めるため、新製品・新技術開発、新分野への参入、海外を

含めた販路拡大及び企業の人材確保等を支援するとともに、国際競争力強化を図

るため、中小企業海外展開セミナー等による海外展開支援を行う。 

併せて、地場産業の活性化を図るため、市内小学生を対象とした萬古焼体験講

座等を実施するほか、地域産業の活性化を図るため、企業ＯＢ人材が活躍できる

環境を整備するとともに、そのノウハウを活用し、中小・ベンチャー企業を対象

とする経営相談や、市内小中学校生を対象とする「ものづくり講座」等を開催す

る。 

また、融資制度による経営支援や人材育成に係る経費への支援を行うとともに、

国の認定を受けた創業支援事業計画に基づき、商工会議所等と連携して行ってい

る創業支援に引き続き努めるとともに、新たに女性を対象とした起業支援を開始

し、創業環境の充実を図る。 

 

【主な事業】 中小企業新規産業創出事業         １０，２３０千円 

ものづくりエキスパート育成事業（再掲）  １０，０００千円 

産学連携事業                ３，３００千円 

中小企業ものづくり活力創造事業       ４，７９４千円 

地場産業体験学習事業            ６，１８４千円 

地域産業支援事業              １，８０２千円 

橋北交流会館整備事業           １９，５００千円 

中小企業海外販路開拓支援事業費補助金    ４，０００千円 



中小企業向け制度融資預託金     １，７２３，４００千円 

中小企業向け制度融資保証料補給金     ２０，５００千円 

中小企業人材スキルアップ支援事業費補助金  ２，１００千円 

職業訓練事業費補助金            １，５６５千円 

創業支援事業費補助金            １，３００千円 

女性起業家育成支援事業           １，３００千円 

 

３．買い物拠点の維持・再生、中心市街地等の活性化について 

商店街等におけるイベントの実施や空き店舗への新規出店に対する補助など、従

来の支援を継続しつつ、中心市街地に設置したデジタルサイネージを活用し、市政・

観光・防災・地域情報等の総合的な情報発信を行う。 

 

【主な事業】 近鉄四日市駅西開発整備事業        ４２，５２２千円 

中心市街地活性化促進事業         １５,２７８千円 

すわ公園交流館管理運営事業        １６，６７４千円 

定期市活性化促進事業            ３，０００千円 

買い物拠点再生事業            １５，９００千円 

 

４．雇用対策について 

就労コーディネーターを中心に、ハローワーク、教育機関、健康福祉部などと

連携し、就労困難者の早期就労を支援するとともに、地域若者サポートステーシ

ョンへの支援や、資格取得を目指す求職者に対する助成を継続する。 

また、障害者雇用のより一層の促進を図るため、企業訪問による啓発を継続す

るとともに、市内に特例子会社を設立しようとする事業者の支援や、事業所を対

象に先進企業の現場見学も含めたセミナーを開催する。 

 

【主な事業】 就労コーディネーター事業          ３，３８９千円 

就労対策事業（若年者就労支援他）      ３，２９２千円 

障害者雇用促進事業（特例子会社設立支援他） １，８１１千円 

障害者雇用奨励事業             ２，９００千円 

 

５．観光及びシティプロモーションについて 

観光とシティプロモーションの推進のため、大都市圏でのイベントの実施やノ

ベルティ等を制作するとともに、テレビ、新聞等のメディアやプロモーション映

像を活用したＰＲを行う。さらに、「四日市観光・コンベンション協議会」を発

展させ、新たな組織として、取り組みを充実させる。 

また、中心市街地における無料 Wi-Fi サービスの提供や、既存観光施設の環境

整備等を行い、魅力アップや利便性、安全性の向上を図る。 

本市の代表的な行事である「大四日市まつり」、「四日市花火大会」、「四日市サ



イクル・スポーツ・フェスティバル」を開催し、市民に楽しみを提供するととも

に、市外からの誘客のきっかけとしていく。 

 

【主な事業】 観光・シティプロモーション事業      ２８，５１０千円 

 観光対策推進事業              ４，５０６千円 

大四日市まつり事業            ２３，１００千円 

四日市花火大会事業            ２４，６００千円 

四日市サイクル・スポーツ・フェスティバル事業 

１８，５００千円 

観光施設整備事業             ２６，７００千円 

 

６．地産地消・優良農地の保全と担い手の育成について 

地産地消推進事業では、ホームページやパンフレットを活用した消費者への情

報発信や食育活動を通じた農業者と消費者との交流を支援するとともに、学校給

食での地元食材の利用割合、使用量の増加に取り組む。さらに、農産物のブラン

ド化や６次産業化など、自家農産物の高付加価値化に取り組む農業者を育成・支

援するとともに、商品の販売機会も提供していく。 

優良農地保全事業では、荒廃農地の復元支援や市民菜園の開設経費を助成する

とともに、農地中間管理事業や農地バンク制度を定着させるなど農地集積を促進

し、農地の保全・有効活用を図る。 

担い手農家育成支援事業では、新規就農者に対する技術習得支援や初期投資補

助、給付金制度を通じて、経営の早期安定化を図るとともに、人・農地プランに

位置づけられた中心経営体等が取り組む機械・施設整備の支援を引き続き行う。

加えて、農業に参入する企業の初期投資に補助を行い、多様な担い手の育成を支

援する。 

 

【主な事業】 地産地消推進事業              ６，０４２千円 

優良農地保全事業              ４，４００千円 

担い手農家育成支援事業          ３７，７９３千円 

 

７．鳥獣被害防止対策について 

サル、イノシシ、シカなどの有害鳥獣による農作物への被害が深刻化している

ことから、新たに有害鳥獣等対策専門員を配置し、地元自治会や猟友会等と連携

した捕獲・追い払い体制の強化を図るとともに、防護柵などの設置経費を助成し、

総合的な被害防止対策を行う。 

 

【主な事業】 鳥獣被害防止対策事業           ２５，７１７千円 

 

 



８．農業生産基盤の整備について 

水利施設等老朽化した農業用施設の更新・補修を行い、機能保全、長寿命化を

図るとともに、災害を未然に防止し、農産物の安定生産を図る。 

 

【主な事業】 市単土地改良事業             ６９，０００千円 

多面的機能支払交付金事業         ６６，７８２千円 

南・北排水機場維持管理事業        １１，１２９千円 

土地改良施設維持管理適正化事業      １１，０６０千円 

 

９．漁業生産基盤の整備について 

防災機能の回復・向上を図り、背後地の生命・財産を守るため、老朽化や浸食

等により機能が低下している磯津漁港海岸保全施設の整備を行う。また、漁港施

設の適切な機能を保全するため、効率的で効果的な補修・改修を実施し、施設の

長寿命化を図る。 

 

【主な事業】 海岸保全事業              １００，０００千円 

漁港施設保全整備事業           ７３，０００千円 

 

１０．食肉センター食肉市場について 

消費者へ、より安全で高品質な食肉を安定供給するため、施設・設備の計画的

な更新整備を実施するとともに、的確な施設維持・衛生管理を実施することによ

り、施設の安定稼働に努める。 

また、市場流通の円滑化を図るため、卸売業者が実施する集荷・販売対策事業

を支援する。 

 

【主な事業】 食肉センター食肉市場施設維持管理事業  １５０，４６４千円 

食肉センター食肉市場施設整備事業    １２７，０００千円 

（うちアセットマネジメント ２５,７００千円） 

市場機能強化対策事業           ７９，３０２千円 

 

１１．競輪事業について 

本場開催は、記念競輪を除いて、今年度も通年ナイターで開催し車券売上の確

保を図るとともに、競輪開催業務の総合委託などにより、ファンサービスの充実

と収益向上に努め、競輪事業特別会計から一般会計への繰り出しを予定する。 

施設整備については、メインスタンドの耐震補強を完了するとともに、メイン

スタンド空調設備の更新等を行う。 

また、競輪開催業務等総合委託について、一層の委託効果の向上を図るため、

単年度契約から複数年度契約に変更し、平成 29 年度から平成 33 年度まで５年間

にわたる業務委託を行う。委託契約の相手先は、平成 28 年度にプロポーザル方



式により決定する。なお、競輪事業の経営状況については、四日市競輪検証委員

会で引き続き確認する。 

 

【主な内容】 施設整備事業             ２４０，５００千円 

（うち耐震化推進 １２３，２００千円） 

（うちアセットマネジメント ８８，１００千円） 

一般会計繰出金            １８０，０００千円 

競輪開催業務等総合委託費（債務負担行為） 

限度額 ２，５４０，０００千円 

期間  平成２８年度から平成３３年度まで 

 

 

（決算議会等の指摘に対する主な見直し事業） 

・観光・シティプロモーション事業 

観光・シティプロモーションを効果的かつ効率的に推進するため、既存の

四日市観光・コンベンション協議会を改編し、業務内容の見直しを行い、新

たな組織を設立する。 

 

・鳥獣被害防止対策事業 

新たに有害鳥獣等対策専門員を配置し、地元自治会や猟友会等と連携した

捕獲・追い払い体制の強化を図る。 



  

 

 

 

 

 

１．目的 

産業都市である本市には、水素関連の技術を有し、製造を行っている事業所も立

地していることから、その産業基盤の強みを活かし、これらとの公民連携を促進し、

優位性のある新事業の展開を探ることで、本市のものづくり産業のさらなる集積高

度化を図る。 

 

 

 

２．内容 

水素社会における本市を取り巻く現状を把握し、優位性のある新事業の展開を誘

発するとともに効果的な支援方策の方向性を探るため、検討調査を行う。 

 

○臨海部コンビナート事業所と市等との連携による協議研究の場の創出 

○新たな水素関連技術の創出や水素利用の拡大など、具体的な事業展開の可能性 

の検討 

○他都市の先進事例の調査 

○優位性のある新事業の展開に対する本市の支援方策の検討 

など 
 

 

 

３．予算額  ７，０００千円  （財源内訳）一般財源 ７，０００千円 

（新）水素社会の構築に向けた公民連携促進事業【地方創生】 

担当 商工農水部 工業振興課 

西川 

℡ ３５４－８１７８ 



 

 
 

 

１．目的 

中小製造業者の新事業展開を積極的に誘発し、多様で活力ある中小企業の成長発

展を促すことで、ものづくり産業の集積高度化と競争力の強化を図る。 

 

 

２．内容 

航空・宇宙産業や次世代ロボット産業など、今後成長が見込まれる新分野に挑戦

する事業者を特に支援するため、新規産業創出事業補助金を拡充する。 

 

[新規産業創出事業補助金交付事業] 

中小製造業者の新事業展開を図るため、新技術・新製品開発に対し、経費の一部

を補助する。 

 

 既存制度 〔拡充〕 

拡充の 

要件 
 

航空・宇宙産業や次世代ロボット産

業など、今後成長が見込まれる分野

に新たに参入する場合 

対象事業 新技術・新製品開発事業 
新技術・新製品開発事業 

新分野参入に必要な認証取得 

対象経費 

謝金、旅費、原材料費、 

機械工具費、外注加工費、 

技術導入提携費、 

特許等の取得に要する経費 

謝金、旅費、原材料費、 

機械工具費、外注加工費、 

技術導入提携費、 

特許等の取得に要する経費、 

各種認証取得に要する経費 

補助率 ２分の１ ２分の１ 

上限額 

自社研究開発事業 

２，０００千円 

産学・産産連携研究開発事業 

１，０００千円 

３，０００千円 

（自社研究開発事業に限る） 

 

 

３．予算額 １０，２３０千円    （財源内訳） 一般財源 １０，２３０千円 

（前年度 ８，０７７千円） 

中小企業新規産業創出事業【地方創生】 

担当 商工農水部 工業振興課 

西川 

℡ ３５４－８１７８ 



  

 

 

 

１．目的 

地域産業を支える人材として、企業ＯＢ人材が活躍できる環境を整えるとともに、

企業ＯＢのノウハウを活用し、橋北交流会館において、中小・ベンチャー企業に対

する経営相談や、市内小中学生を対象とするものづくり講座などを実施することで、

地域産業の活性化を図る。 

 

２．内容 

（１）市内事業所のＯＢ組織の活性化 

市内事業所ＯＢ組織の活動状況を調査するとともに、ＯＢ組織の結成や組織間の

連携を促進する。 

（２）経営相談、ものづくり講座の実施 

経営相談を求める中小・ベンチャー企業と応対する企業ＯＢ人材とのマッチング

や、企業ＯＢ人材を講師とする市内小中学生向けの「ものづくり講座等」の企画を

行い、企業ＯＢ人材のノウハウを活かした地域産業の支援を行う。 

事業については、橋北交流会館の事務所開設後、平成２９年４月から開始する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．予算額  １，８０２千円  （財源内訳）一般財源 １，８０２千円 

 

４．その他 

橋北交流会館の改修に係る工業振興課分の費用として、別に１９，５００千円 

（総額９５２，０００千円）を予算計上 

（新）地域産業支援事業【地方創生】 

担当 商工農水部 工業振興課 

西川 

℡ ３５４－８１７８ 

企業ＯＢ組織 

結成・連携の 

働きかけ 

ＯＢ人材のコーディネート 
（市が委嘱した企業ＯＢのコーディネーター

の協力を得て実施） 

中小・ 

ベンチャー企業 
企業ＯＢ人材 

小中学生向け 

ものづくり講座 

相談支援 講師 

橋北交流会館 

四日市市（企業ＯＢのコーディネーター） 

企業ＯＢ人材の供給 



  

 

 

 

 

 

１．目的 

本市を代表する地場産業である「四日市萬古焼」について、市内小学生を対象と

した萬古焼体験講座を広く開催し、小さい頃から地場産品への愛着を高めることに

よって、萬古焼の利用促進とともに、将来の担い手確保を図ることで、地場産業の

活性化と競争力の強化を目指す。 

また、萬古焼体験を通じて郷土愛と地域への誇りを育み、子どもたちがシティプ

ロモーションの担い手となることで、観光・シティプロモーションの推進を図る。 

 

 

 

２．内容 

市内の小学生を対象とする萬古焼体験講座の開催を、萬古陶磁器振興協同組合連

合会に委託する。 

これまで産地周辺の小学校に限って実施していた体験講座について、市内全域の

小学生が体験できることを目標に、平成２８年度は、全３８校の半分にあたる１９

校で開催する。 

 

（１）ばんこの里会館における体験講座（既存分）        １，３００千円 

対象：小学校５校 ３５０名 

 

（２）各小学校における体験講座（出前講座）〔拡充〕      ４，８８４千円 

対象：小学校１４校 ９８０名 

 

 

 

３．予算額 ６，１８４千円   （財源内訳）一般財源 ６，１８４千円 

  （前年度１，３００千円） 

 

地場産業体験学習事業【地方創生】 

担当 商工農水部 工業振興課 

西川 

℡ ３５４－８１７８ 



 

 

 

 

１．目的 

三重北勢地域地場産業振興センターの運営への支援を通じ、北勢地域の地場産業

の健全な育成と発展を図ることで、地域経済の活性化と地域住民の生活向上を目指

す。 

 

 

２．内容 

 

○運営費への補助                     ３７，０００千円 

 

○施設の大規模修繕〔拡充〕 

昭和６２年８月に竣工された三重北勢地域地場産業振興センターは、竣工より

３０年が経過し、建物の老朽化が進行していることから、建物の長寿命化を図る

ため、平成２８年度から計画的に大規模修繕を実施する。 

 

・計画期間  ：平成２８年度～平成３９年度 １２年間 

・事業総額  ：２００，０００千円 

・主な修繕内容：ＬＥＤ化、エレベーター更新、空調設備改修、 

自家発電装置更新、受水槽更新、外壁修繕、屋上防水 

 

・２８年度の修繕内容：ＬＥＤ化工事等          ３０，０００千円 

 

 

３．予算額  ６７，０００千円   （財源内訳）一般財源 ６７，０００千円 

（前年度 ３７，０００千円） 

三重北勢地域地場産業振興センター運営費補助金 

担当 商工農水部 工業振興課 

西川 

℡ ３５４－８１７８ 


